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はじめに

第二次大戦後，貧困の悪循環から抜け出し，

成長軌道に乗った低開発国をみると，発展の契

機として外国からの援助や外資の導入，貿易機

会の拡大等があり，それらを通じて経済を活性

化させることに成功した（1）。なかでも，アジア

諸国は，受け入れた外資が農村部に存在する低

廉な労働力を積極活用することで工業化を成し

遂げ，所得水準を向上させてきた｡ こうして，

中国をはじめとするアジア諸国の多くが中所得

国に仲間入りした。

しかし，第二次大戦後の状況を振り返ると，

中所得段階に到達した国がその後，成長率を鈍

化させるケースが少なくない。苅込［2014］は

世界159カ国における所得水準を長期的に計測

し，韓国や台湾のように中所得から高所得段階

へステップアップする国・経済がある一方で，

アルゼンチン，ベネズエラ，アルジェリアのよ

うに中所得段階に長期間とどまる国があること

を検証した（2）。また，Eichengreen et al.［2011］

は高い成長を続けてきた国が中所得段階で成長

を大幅に鈍化させる傾向があることを実証した

上で，成長率が大きく低下する前後の成長会計

の結果を見ると，TFP（全要素生産性）の大幅

な低下が成長鈍化の主要因になっていることを

明らかにした。

ある国の経済において，労働や資本といった

生産要素の投入で従来以上の付加価値が生み出

される場合，それは生産性の向上として説明さ

れる。生産性向上は，教育による人的資本の蓄

積，産業基盤や市場活性化に向けた制度整備な

ど様々な要因によってもたらされるが，低開発

国が当初，発展の契機とした外資導入や，低生

産性の農業部門から高生産性の製造業への労働

シフトに基づく生産性向上は持続的でないこと

をアイケングリーン等の検証結果は示してい

る。また、新古典派成長理論のソローモデルか

ら得られる導意は，持続的成長には技術進歩あ

るいはイノベーションが不可欠ということであ

り，中所得国が高所得国にステップアップする

ためには，技術進歩に基づく成長パターンが求

められる。

では，技術進歩に基づく成長パターンはどの

ような環境下で可能となるのか。また，そうし

た技術力を強化するために，どのような取り組
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みが必要だろうか。

こうした論点を検討する上で，韓国の発展過

程を分析することは有益と考えられる。現在，

世界的な科学技術水準は既に相当高度に達して

おり，後発国がその水準にキャッチアップする

ことは容易でないが，日本より遅れて発展を始

めた韓国は，そうした状況下で発展を遂げて，

電子・電機，輸送機械などの分野で世界有数の

企業を輩出するまでになったからだ。

本稿の目的は，韓国が科学技術力をいかに強

化してきたのか，その過程をサーベイすること

で，中所得段階にある国が生産性向上に資する

技術力強化に向けて，いかなる取り組みを行う

必要があるのか，示唆を得ることである。

本稿の構成は以下の通りである。まず，中所

得から高所得段階にステップアップする上でカ

ギを握るイノベーションとは何か。イノベー

ションと科学技術力との関係を明確にする（１

節）。２節は，韓国の科学技術力強化に向けた

政策を歴史的に振り返る。３節は，韓国におけ

る科学技術力を評価した。４節は，以上までの

分析を踏まえて，韓国における科学技術力強化

過程から得られる示唆を導出した。５節では，

本稿における結論と残された課題を述べる。

１．イノベーションにおける科学技術の

位置づけ

持続的な経済成長を遂げていくために，イノ

ベーションは不可欠と考えられるが，では，イ

ノベーションとは具体的にはどのようなもの

か。また，本稿が考察の中心に据える科学技術

とどのような関係で捉えるのか。本論に入る前

に，イノベーションの概念，イノベーションと

科学技術の関係を整理しておきたい。

日本ではイノベーションという用語が用いら

れる場合，「技術革新」とカッコ書きされるこ

とが多いように，従来からイノベーションの中

心的存在は科学技術であった。実際，最先端の

科学技術を基に非常に多くの画期的な製品や

サービスが開発・生産されてきた。科学技術が

イノベーションを生み出す大きな源泉となって

きたことは間違いない。

ただし，科学技術はシーズ（着想）が生み出

されてから，応用研究から製品化までの「死の

谷」や製品化から事業化の間にある「ダーウィ

ンの海」といった障壁を乗り越えて実用化に至

る。そして，このプロセスは科学技術の進展と

ともにかつてよりも長期にわたり，かつ膨大な

研究開発資金が必要になっている。

こうした状況下，科学技術を起点とするイノ

ベーションを成功させるためには，科学技術の

基礎研究だけでとどめず，組織やマーケティン

グ等の周辺環境も含めて包括的に計画すること

が必要と考えられるようになっている。こうし

た考え方に基づき，日本では1996年に科学技術

基本計画が策定され，社会的・経済的ニーズに

対応した研究開発が経済的成果に結実する体

制，環境を整備しようとしている。

また，OECD（経済協力開発機構）は，イ

ノベーションを画期的な製品・サービスを創出

するプロダクトイノベーションだけでなく，工

程，組織，マーケティングといった形も含めて

類型化している（表１）。

イノベーョンとは「経済効果をもたらす革

新」であり，革新をもたらす中核的存在が科学

技術であると位置づけられよう。ただし，科学

技術を起点とするイノベーションは，生産・流
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通，マーケティングなど様々なプロセスを経て

実用化に至り，経済的効果を生み出すものであ

り，着想から実用化に至るプロセスまでを一体

的に見ていく必要がある。

２．韓国の科学技術強化政策の変遷

韓国における科学技術政策の変遷を経済発展

の過程と関連付けると，以下のように３つの局

面で整理できる（図１）（3）。

（１）1960〜80年代：模倣の時代

韓国は第二次大戦後，独立を果たしたが，

1950～53年の朝鮮戦争により国土が荒廃し，経

済の復興・開発が進められるようになったのは

1960年代である。1962年以後，五カ年計画を策

定し，政府主導で産業育成，経済発展が図られ

た。五カ年計画は1990年代末まで続けられた

が，朴正煕政権期（1963～79年）における年率

10％近い高成長は「漢江の奇跡」と呼ばれる。

韓国における初期の工業化では，まず道路，

港湾などの基礎インフラを整備，ターンキー

（設計・工事一括）方式で工場を建設し，事業

基盤が整えられた。その上で，低廉な労働力を

武器に，当初は繊維など軽工業品，その後はラ

ジオ，テレビ，レコーダーなど民生用機器を組

表１　イノベーションのOECDによる類型

種類 内容

プロダクト・イノベーション 製品・サービス

プロセス・イノベーション 生産工程・配送方法及び支援活動

組織イノベーション 業務慣行，職場編成，対外関係に関する方法

マーケティング・イノベーション 製品・サービスのデザインの変更，販売促進，
価格設定方法

（資料）OECD［2005］により作成

1960 1970 1980 1990 2000 2010

Chung[2011]

図１　韓国の科学技術政策の変遷

（資料）Chung［2011］などを基に作成
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み立て，海外に輸出する輸出志向工業化が推進

され，上述の高成長が達成された。また，輸出

で獲得した外貨は，海外からの技術導入に用い

られ，次代を担う産業として造船，製鉄等の育

成が図られた。その際，政府と親和的な企業が

導入技術の受け皿となり，これら企業には政府

保証で資金が融通されるなど様々な特権が与え

られ，後の財閥に成長していった。

韓国における科学技術政策は1960年代後半に

始動した。1967年に「科学技術振興法」が制定

され，科学技術行政を担う中心機関である科学

技術部（MOST）が発足した。また，科学技術

研究所（KIST）をはじめとする公的研究機関

がこの時期，既に設立されている。もっとも，

これら機関が果たした当初の目的は自前の技術

開発というよりも，海外の技術習得・吸収を通

じて，いかに産業発展につなげていくかにあり，

科学者・技術者養成の意味合いが強かった。

1970年代までの，加工組み立てなど低廉な労

働力を活用した工業化は，後発国が発展する上

で極めて有効だった。しかし，素材や部品の多

くは日本からの輸入に頼っていたため，韓国が

独自にこれらの技術を発展させることはほと

んどなかった。OECDは，先進諸国が開発し

た製品を模して製品化することにもっぱら努

めたこの時代を，「模倣の時代」と呼んでいる

（OECD［2014］p.32）。

（２）1980〜90年代：内生的技術開発への転換

韓国経済は1980年代も年平均８％を超える高

い成長率を維持し，韓国は新興工業国として発

展を続けた。しかし，1980年代後半になると所

得向上に伴う賃金上昇によって，労働コストの

競争優位が維持できなくなった。加えて，米国

のヤングレポート（1985年）を契機として，先

進諸国で知的財産権保護強化の動きが進むと，

先進国の製品を模倣し低価格を武器に輸出する

ビジネスモデルが通用しなくなった。

また，1970年代に集中的に振興が図られた重

化学工業化は金融・税制優遇などを通じて民間

部門の参入を促したことで，化学，石油精製，

製鉄，造船などで生産規模が急速に拡大した

が，80年代に入ると第二次石油ショックの影響

もあり，過剰・重複投資の調整を余儀なくされ

るようになった。

こうした環境下，韓国では先進国が保有する

先進技術へのキャッチアップを強く意識した政

策が実施された。例えば，既存の公的研究機関

を改編し，国家的な研究開発事業を立ち上げ，

それを呼び水に民間企業の技術開発を促した。

また高等教育機関を増設し，より高い専門性を

持つ研究開発人材の育成・強化が図られた。さ

らに，政府は税制優遇，補助金，サイエンス

パーク建設など様々な形で民間企業が研究開発

に取り組むことを奨励，後押しした。

こうした状況を受けて，大手メーカーはリ

バースエンジニアリングを開発の主体に据えつ

つ，世界で通用する製品化を目指し，自前技術

の開発へ資源を投入するようになった。この結

果，1980年代後半以後，民間部門を中心に研究

開発投資が飛躍的に拡大した。

図２は製造業の業種別付加価値割合を見たも

のだが，1980年代半ばまで大きな比重を占めた

繊維と食品が低下する一方，鉄鋼・卑金属や化

学・石油製品，それに続いて電子・電機，輸送

機械などの比重が高まっており，主力産業が軽

工業から，重化学工業，技術集約的産業にシフ

トしていった姿が見て取れる。
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（３）2000年代：革新的技術の追及期

韓国は1996年にOECDに加盟し，先進国の

仲間入りを果たしたが，1997年のアジア通貨危

機で経済が危機的状況に陥り，IMF（国際通貨

基金）の管理下に置かれた。３年にわたる構造

調整を経て，韓国は知識経済社会，グローバル

化時代への対応を強く意識した政策を展開する

ようになった。

2003年に発足した盧武鉉（ノ・ムヒョン）政

権は，就任後明らかにした12の国政課題におい

て「科学技術中心社会の構築」を掲げた。科学

技術政策の指令塔として副総理を責任者とする

科学技術革新本部を設置し，研究開発の予算配

分権限を同本部に移管するなど，科学技術立国

化に本腰を入れて取り組む姿勢を示した。ま

た，他の先進国に先駆けてブロードバンドを全

国に敷設するなど，ICT（情報通信技術）化に

取り組んだ。こうした国を挙げてのインフラ整

備が，現在に至る韓国の ICT関連分野の競争

力の礎になっていると考えられる。

2008年に政権に就いた李明博（イ・ミョンバ

ク）大統領は「科学技術強国建設」を標榜し

た。これは，基礎研究や教育改革等を通じ，長

期的視点で国力強化を目指すものである。李政

権は，次世代の発展を支える基盤として，特に

「環境」に着目した。より具体的には，グリー

ン技術とクリーンなエネルギーを軸とする新し

い成長産業を創出しながら，温室効果ガスと環

境汚染を削減していく，持続可能な発展が志向

された。

李明博大統領の後を継いだ朴槿恵（パク・ク

ネ）大統領は，科学技術と ICTを通じて産業

の融合を図りながら，新たな産業やマーケット

を創出する「創造経済」の実現を公約に掲げ，

大統領に就任した。朴大統領は，それまでの

「科学技術」ではなく「イノベーション」とい

う用語を明示的に用いて，これまでの政策との

違いを出すと共に，イノベーションの担い手と

して，大企業のみならず中小企業や起業家がな

らねばならないとして，これらを積極支援する

政策を打ち出している。

以上のように，韓国では，発展の初期段階か

ら競争力の源泉として科学技術力が重要と考

え，その強化が図られてきた。また，歴代大統

領が皆，科学技術・イノベーション政策を政権

公約に掲げてきたように，政権中枢による政策

への強いコミットの下で科学技術・イノベー

ション力の強化に取り組む姿勢が見て取れる。

こうした支援の下で，民間部門は着実に技術

力を高めた。1990年代以後，本格的に進められ

た自前技術強化の動きは2000年代になると，半

導体，液晶，有機ELなどの形で結実し，それ

を基に生産された携帯電話，薄型テレビなどは

世界トップシェアを有するようになった。

図２　製造業の業種別割合

（注）製造業付加価値合計に占める割合（％）
（資料）韓国銀行［2016］により作成
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３．韓国における科学技術力の評価

イノベーションを生み出す上で科学技術に関

する最先端の知識・技術を吸収する必要があ

る。こうしたインプットの成果は直接的には，

論文発表，特許・知的財産獲得等の形で現れ

る。そして，最終的に生産性の向上や企業収益

等の経済効果として現出する。

本節では，韓国の科学技術力の評価を行う

が，そのための切り口として，研究開発への

資源投入（研究開発支出，研究人材），アウト

プット（論文，特許），そして経済的成果（ア

ウトカム）から見ることとする。

（１）インプット指標

①R&D支出

イノベーション活動において，最も重要なも

のが研究開発（R&D）といえる。R&D活動に

積極的に取り組む国では，その成果としてイノ

ベーション創出が多く期待される。

韓国のR&D支出は1980年代半ば以後，増加

している（図３）。支出額をGDP比でみると，

先進諸国は概ね２％台で推移するが，韓国は

1994年に２％水準に到達した。そして，2000年

代半ば以後支出規模を急増させて，2009年には

日本を抜き，2014年はイスラエルに次ぐ第２位

である。R&D支出総額でみても，韓国は世界

で５番目の規模である。

表２は，製造業のR&D支出の業種別割合を

見たものである。電子・電機が期間を通じて，

全体の６割近くを占めており，突出している。

2014年について，電子・電機の内訳をみると，

半導体（37.9％），電子部品（9.8％），情報通信

（9.6％）といったように，特定分野に投資が集

中して行われている。

なお，政府の科学技術予算規模は2000年対

比，2011年は3.5倍と拡大している（日本は同

期間で1.1倍）。

②研究開発人材

研究開発人材も増加している。雇用者1000人

当たりの研究者数を見ると，入手可能な最も古

いデータである1996年時点で4.8人と，すでに

主要先進諸国と同じ水準にあった（図４）。そ

の後，いったん通貨危機の影響で研究者数が減
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1.7         1.1         2.8         2.0         

7.2         6.9         6.4         6.4         

8.4         8.0         10.0       9.8         

100        100        100        100        
12,401 16,464 28,737   44,328    

図３　R&D支出（対GDP比） 表２　製造業のR&D支出（業種別割合）

（資料）未来創造科学部「研究開発活動の調査報告書」（資料）OECD［2015］により作成
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少するが，2000年代に入ってからの研究開発

重視政策の下で，その数値は大きく伸長した。

2013年時点では12.2人と日本を大きく上回る。

また，韓国は海外留学者数が毎年20万人前後

と多く，米国における科学・工学分野の留学生

の博士号取得者数（1991～2011年累計）をみる

と，中国，インドに次いで多い（4）。

このように，韓国はR&D，研究開発人材の

いずれも経済規模対比，世界トップレベルの投

入を行い，最先端の技術を吸収，その応用・開

発に国を挙げて取り組む姿勢がうかがえる。

（２）アウトプット指標

①科学関連論文数　

R&D活動を行った成果であるアウトプット

の状況を見よう。ここでは，成果として計測し

やすい科学論文数と特許出願数を取り上げる。

表３は，韓国の科学技術分野の発表論文数を

世界の主要国と比較したものである。

表３（A）論文数シェアをみると，米国の論

表３　科学技術論文数

（Ａ）論文数シェア （Ｂ）引用上位10％論文数シェア
（単位：％） （単位：％）

年 韓国 米国 日本 ドイツ 中国 年 韓国 米国 日本 ドイツ 中国
1985 0.1 33.5 6.5 7.1 0.7 1985 0.1 53.2 5.4 5.1 0.3
1990 0.2 32.9 7.6 7.0 1.3 1990 0.2 52.2 5.7 5.3 0.5
1995 0.7 30.4 8.3 6.7 1.9 1995 0.4 46.7 5.9 6.3 0.8
2000 1.6 27.4 8.8 7.0 3.5 2000 1.1 42.1 6.1 6.9 2.0
2001 1.8 27.1 8.8 6.8 4.0 2001 1.2 41.5 6.1 6.9 2.4
2002 2.0 26.7 8.6 6.6 4.5 2002 1.4 40.9 5.9 6.8 3.0
2003 2.2 26.4 8.4 6.4 5.2 2003 1.5 40.3 5.7 6.7 3.6
2004 2.4 26.1 8.0 6.2 6.1 2004 1.5 39.6 5.5 6.6 4.3
2005 2.5 25.6 7.6 6.0 7.1 2005 1.6 38.7 5.2 6.6 5.0
2006 2.5 25.0 7.1 5.9 7.9 2006 1.6 37.4 4.9 6.5 5.9
2007 2.6 24.2 6.7 5.7 8.5 2007 1.7 36.3 4.6 6.4 6.8
2008 2.7 23.3 6.3 5.5 9.2 2008 1.8 35.2 4.4 6.4 7.6
2009 2.9 22.7 6.0 5.4 10.0 2009 1.9 34.3 4.1 6.4 8.3
2010 3.0 22.1 5.7 5.3 10.8 2010 2.0 33.2 3.9 6.4 9.2
2011 3.2 21.6 5.4 5.2 11.8 2011 2.1 32.0 3.8 6.4 10.3
2012 3.2 21.0 5.2 5.0 13.1 2012 2.2 30.8 3.6 6.2 12.0

（注）  対象論文は，Article，Reviewとした。年は出版年（Publication year）であり，被引用数は，2013年末の値を使用。シェアは分
数カウント法を用いた。

（資料）文部科学省［2015］を基に作成。
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文数は他国とは桁違いの多さであり，科学技術

研究の裾野の広さを裏付けている。韓国につい

てみると，データが入手可能な1985年時点で論

文数のシェアは0.1％に過ぎなかったが，2012

年は3.2％とシェアを拡大させた。

もっとも，論文の数だけ量産しても質が伴っ

ていなければ，科学技術力の観点からは評価で

きない。そこで，論文の質を測る指標として，

論文の被引用数をみる。

表３（B）は，ある研究領域の核をなすコア

ペーパー（被引用数が上位10％の論文）に各国

がどれだけのシェアを有しているか見たもので

ある。これについても米国が最も高く，1985

年と比較すればシェアを落とすも2012年時点

で30.8％を占める。韓国については，1985年に

0.1％にすぎなかったが，着実にシェアを伸ば

し，2012年時点で2.2％である。また，世界的

に著名な３つのジャーナル（Nature，Science，

Cell）の論文掲載数を見ると，1995年は２本に

過ぎなかったが，2013年は41本に増加した。

なお，日本の被引用数シェアは期間を通じて

低下傾向にあり，2012年時点では3.6％となっ

た。一方，中国は論文数，引用論文数のいずれ

もシェアを高めている。中国における研究論文

数の増加は，コアペーパーのシェア拡大を伴う

ものであり，決して量だけを追求したものでは

ないと評価できる。

②特許出願数

次に，発明や新技術の成果を示す特許出願数

についてみよう。

特許の計測には留意が必要である。特許は，

基本的に各国で関連する法律がそれぞれあり，

その国で出願した特許はその国内だけで効力が

認められる。それゆえに発明を権利化したい国

が複数ある場合は，それぞれの国に出願を行う

必要がある。また，ある国の出願数は，自国か

らの出願が最も大きくなる傾向（ホームアドバ

ンテージ）が強い。こうした性格を踏まえる

と，単純に特許出願数を国ごとに比較すること

はあまり意味をなさない。

このため，特許について国際比較をする際，

パテントファミリーの考え方が用いられること

が多い。パテントファミリーとは，優先権に

よって直接，間接に結び付けられた２カ国以上

への特許出願の束である（5）。同じ内容で複数の

国に出願された特許は，同一のパテントファミ

リーと考えるので，各国のパテントファミリー

数は，その国の有力な発明数とほぼ同じとみな

せるだろう。

表４はパテントファミリー数を主要国で見たも

のである。韓国の申請数をみると，そのシェア

は1990年の0.7％から2010年には8.5％と大幅に増

加した。この結果，韓国は日本，米国，ドイツ

に次ぎ４番目の多さである。申請数増加に大き

く寄与したのは，電気工学，情報通信技術であっ

た。特に，情報通信技術は大きく増加し，韓国

の申請数全体に占める割合は1991年の16.3％か

ら2010年には31.7％となった。こうしたことによ

り，情報通信技術，電気工学分野で韓国が世界

全体に占めるシェアは10％を超えている。

（３）アウトカム指標

既にみたように，韓国のインプット活動は，

世界トップレベルと言える。また，論文の数や

特許申請数といったアウトプットも着実に世界

におけるシェアを高めている。では，こうした

韓国の技術力強化は経済・産業発展に結びつい

ているだろうか。
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①技術貿易収支

まず，技術貿易の動向を見よう。技術貿易と

は，有償で取引される技術権利等の国際間取引

であり，一国の技術水準や技術面の国際競争力

の指標とみなすことができる（6）。図５は，韓国

の技術貿易の推移を見たものであり，図の上

側に技術輸出額（受け取り），下側に技術輸入

（支払い）額（マイナス表示），折れ線は収支を

示している。

韓国の技術貿易は2000年代に輸出が大幅に増

加している。特に，情報通信に代表される電

子・電機は，1990年の400万ドルから2014年は

69億ドルまで増加した。技術貿易収支自体は赤

字が続いているが，輸出の拡大に伴い，近年は

収支がやや改善している。

②ハイテク製品貿易

次に，高い技術を必要とする製品を一国とし

てどれだけ輸出できるようになったか，いわゆ

るハイテク製品の貿易額の推移をみよう。

ハイテク製品貿易額は技術貿易のように科学

技術知識そのものを示すデータとはならない

が，高度の科学技術知識を習得・吸収すること

で開発された製品がどれほどあるかという観点

から有用である。

ここでは，電子機器，輸送機械，医薬品，航

空・宇宙の４分野をハイテク製品とみて，それ

ら品目の貿易額推移を見た（図６）。技術貿易

収支と同様，上側に輸出額，下側に輸入額（マ

表４　パテントファミリー数（国別内訳）

1990年 2000年 2010年
申請数 シェア（％） 申請数 シェア（％） 申請数 シェア（％）

日本 21,402 26.5 38,408 27.3 59,140 28.4
米国 21,482 26.6 38,136 27.1 44,739 21.5
ドイツ 14,684 18.2 25,100 17.8 29,671 14.2
韓国 592 0.7 5,029 3.6 17,628 8.5
中国 183 0.2 1,202 0.9 11,766 5.6
フランス 5,646 7.0 8,587 6.1 10,967 5.3
台湾 235 0.3 1,741 1.2 10,157 4.9
英国 4,920 6.1 7,750 5.5 8,285 4.0
カナダ 1,426 1.8 3,357 2.4 5,627 2.7
イタリア 2,623 3.2 4,055 2.9 5,459 2.6

（注）  パテントファミリーは，自国及び他国において，少なくとも一つの共通の優先権を持ち，技術内容が完全又
は部分的に一致する特許群（あるいは束）のこと

（資料）文部科学省［2015］により作成

図５　技術貿易［韓国］

（注）輸入（支払）はマイナス表示
（資料）OECD［2015］により作成
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イナス表示）を示している。

1995年以後，「電子機器」と，乗用車が大半

である「輸送機器」の輸出が拡大する姿が読み

取れる。この結果，貿易収支は大幅な黒字を計

上している。もっとも，航空・宇宙，医薬品と

いった最先端製品については，輸出自体の規模

が小さい上，収支も赤字である。

韓国は，製品開発力の高まりを背景に，電機

機械（情報通信分野を含む）や輸送機械分野で

高い競争力を有するようになり，これら産業が

韓国の経済成長に大きく貢献している。実際，

サムスン電子や現代自動車は現在では世界を代

表するグローバル企業に成長した。

③国際市場における技術的パフォーマンス

図７は国境を越えた商標出願数と特許出願数

の推移を主要国についてみたものである。

商標の出願数は，新製品や新たなサービスの

導入及びそれらのマーケティング活動などと関

係しており，イノベーションと市場の関係を反

映したデータといえる。他方，イノベーション

の技術的側面である特許出願数と併せて見るこ

とにより，各国の技術力の性格が窺える。

韓国の状況をみると，特許，商標ともに国境

を越えた出願が増えている。このことは，イン

プットの成果が着実に現出しており，技術力を

背景に新製品や新たなサービスの導入といった

形で国際市場での存在感を高めていることを示

すものといえるだろう。

なお，日本は特許出願数に比べ商標出願数が

少なく，45度線から大きくかけ離れて位置して

いる。これは，日本が技術に強みを持っている

が，反面でそれら技術を基に新しい製品，新し

いサービス提供で国際的な展開が十分でないこ

とを示すものと解釈できよう。

４．韓国の科学技術力強化戦略からの示唆

（１）韓国における技術開発と経済発展の関係

現在，世界の先端科学技術は非常に高度化し

ており，後発の途上国がその水準にキャッチ
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図７　国境を越えた商標と特許出願数

（注）１  ．特許出願数は，人口100万人当たりの三極パテント
ファミリー数
２．商標出願数は人口100 万人当たりの出願数。日本，
ドイツ，英国，韓国については米国特許商標庁に出
願した数。米国は，欧州共同体商標意匠庁及び日本
特許庁への出願数を基に算出

（資料）文部科学省［2015］を基に作成

図６　ハイテク製品貿易

（注）輸入はマイナス表示
（資料）OECD［2015］により作成
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アップすることは容易でない状況にある。で

は，こうした環境下，後発の中所得国が発展を

遂げるために採るべき政策・戦略とはどのよう

なものだろうか。

第二次大戦後，比較的早い時期に発展を遂げ

た日本は，産業構造を繊維など労働集約型の軽

工業から鉄鋼・石油化学といった重化学工業

へ，そして家電や自動車，さらに電子・情報分

野といった技術集約型分野に高度化させていっ

た（7）。こうした発展過程では，比較優位ある製

品が競争力を維持し外貨を稼げる間に，次段階

の産業育成に向けた技術力強化の投資を怠らな

かった。その際，通産省が産業政策によって，

民間部門で過剰競争や過少競争が生じないよう

コントロールし，技術開発に注力する環境が整

えられた。こうして，米国など先進国から技術

を導入，それを「１号機導入２号機国産」の掛

け声の下で内製化とその改良を図りながら，技

術力の強化がなされた。このように，日本の場

合，世界的な技術発展段階が先端技術をまだ自

国に取り込み可能なフェーズにあり，導入技術

の内製化を通じて競争力を発揮できる環境下

で，経済発展を遂げることができた。

それに対して，日本より遅れて発展を開始し

た韓国は，世界的な技術発展段階のフェーズ

が，日本の発展プロセスで言えば最終段階に近

い。このため，先端技術がすでに相当に高度化

した段階で，発展戦略を構築する必要に迫られ

た。もっとも，デジタル化の進展で，電子・電

機分野を中心に部品がモジュール（一塊の部

品）化されるようになったため，韓国はすべて

内製化にこだわって技術開発しなくても，モ

ジュール部品を活用しながら，別の形で製品競

争力を高めることに成功した。

世界的な技術が高度になった段階で後発国が

採るべき政策・戦略とは何かを考える上で，韓

国の発展過程を見ることは有益である。以下で

は，２節，３節のサーベイを踏まえて，中所得

国に対する示唆を念頭に論点ごとに検討した

い。

（２）技術開発はどの段階で強化されたか

韓国は，R&D支出や研究者数といったイン

プット指標は国の規模を考慮すれば，世界トッ

プレベルに位置づけられる。また，インプット

の成果である論文数，特許申請件数も着実に増

加，世界全体占めるシェアを高めている。しか

も，論文の被引用数割合が上昇するなど質的な

向上も確認され，科学技術力を着実に高めて

いったことがわかる。では，開発途上国にとっ

て研究開発などのインプットはどの段階で強化

すべきだろうか。

２節でみたように，韓国は1980年代半ば以

後，外国製品を模倣し低コストを武器に海外に

輸出するモデルが行き詰まりを見せ，自前技術

の開発に向けて資源投入を強化するようになっ

た。そして，この時期は韓国が中所得の低位レ

ベルから高位レベルにステップアップした時期

にあたる。トランが議論するように，中所得国

の低位レベルでは資本や労働力といった要素投

入型での成長が可能だが，高位レベルになると

生産性主導型の成長パターンへの転換を求めら

れるようになり，労働力の質的向上，技術力

などを高めていく必要がある（トラン［2016］

pp.12-13）。

こうした観点を踏まえると，高位中所得国は

競争力の向上を図っていく上で，その源泉たる

技術力強化のためにR&D投資が所得対比相応
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の規模となるよう政策を実行する必要があると

思われる。

この点について，アジア中所得国の現況を

みてみよう。図８は，横軸に一人当たりGDP

（2005年PPPドル），縦軸にR&D支出（対GDP）

として，高所得国として日本と韓国，高位中所

得国としてタイ，マレーシア，中国の状況をプ

ロットしたものである。

これをみると，韓国の場合，5,000ドルを超

えて以後，R&D支出割合の増加ペースが高

まった。また，韓国と日本はR&D支出がGDP

比で，先進国の多くが達成している２％水準を

13,000～14,000ドルの所得水準でクリアしてい

る。

こうしてみるに，R&D支出でみれば，中所

得の低位から高位に移行する段階で技術力強

化に取り組む必要があると言えよう。ここで，

マレーシアは図８からわかる通り，所得の向

上とともにR&D支出割合を高めている。しか

し，韓国や日本が辿った軌跡をメルクマールと

すれば，その水準は見劣りする。また，タイは

R&D支出割合がそもそも高まっておらず，イ

ンプット活動が十分でないとみなせるだろう。

その一方で中国は，韓国を上回る速いペースで

R&D支出を拡大させており，注目に値する。

（３）技術力強化を図る上で何が必要か

２節でみたように，開発の初期段階で技術基

盤のほとんど無かった韓国では，当初は資本財

輸入，70年代に入ると技術ライセンスの購入と

いった形で海外から技術を導入した。その過程

で韓国企業は導入国側の技術者を通じて，機械

のオペレーションにとどまらず，生産企画，品

質管理等のノウハウもどん欲に吸収に努めたと

される（Chung［2011］pp.334-335）。

新しい知識や技術の導入では，それを吸収，

習得する現場レベルの人材の質が非常に重要と

考えられる。この点で，韓国は開発の初期段階

から，初等・中等レベルの教育を受けた労働者

が豊富だったことが大きなアドバンテージに

なった。例えば，1970年までに初等教育就学率

は100％を達成した。また，1960年代における

韓国の教育関連指標は，韓国の倍の所得水準の

国々とほぼ同レベルであった（Cohen and Soto

［2001］）。

このように，教育を通じた人的資本の強化

は，自国の技術力向上を通じた競争力強化の前

提あるいは基盤と位置付けられよう。

（４）技術力強化の担い手は誰か

韓国において，開発の初期段階に研究開発を

担ったのは公的研究機関であった（図９）。そ

れが中所得段階に到達した1980年代になると，
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図８　アジア諸国のR&D支出（対GDP比）

（注）１．横軸は1人当たりGDP（2005年PPP）
２．サンプル期間が国により異なり，以下の通り。
韓国：1963～2013年，日本：1965～2013年，
タイ：1996～2009年（1998，2008年は欠損）。
マレーシア：1996～2011年（2007年まで隔年），
中国：1991～2013年

（資料）OECD［2014］，苅込［2014］を基に作成



26

R&D活動の担い手を民間部門に委ね，政府は

それを税制優遇，金融支援などの形でサポート

する間接的な関与に政策転換した。1980年代後

半以後，韓国のR&D投資は大きく拡大するが，

その大半は民間部門によるものであった。

経済がある程度発展した段階では，利用

者，市場のニーズを汲み取りやすい民間部門が

R&D投資の主たる担い手となることが望まし

いが，韓国の場合，1980年代後半に民間部門の

R&D投資が高まった要因として，輸出指向型

工業化に代表される「外向き政策」を採ったこ

とも関係している。ターゲットとなる市場が海

外にあることは国際的な競争に打ち勝たねばな

らないことを意味し，低廉な労働コストが武器

とならなくなった段階で，自前の技術力を高め

る必要性に迫られたからである。

なお，韓国の場合，民間部門のR&D支出を

企業の種類別にみると，そのシェア（2013年）

は，大企業が76.8％，中小企業が12.6％，ベン

チャー企業が10.6％と大企業が圧倒的な割合と

なる。また，民間部門のR&D支出割合をみる

と，約７割以上が情報通信や輸送機器分野への

投資である。韓国はある特定産業に官・民が資

源を重点的に投入，集中させることで国際的に

比較優位を持つ産業を育て上げることに成功し

たといえる。もっとも，こうした戦略は経済環

境の変化によって不確実性を高め，安定した成

長を妨げるリスクとなりうる。特に，現在の韓

国の強みである ICT分野は製品サイクルが短

く，新陳代謝が短期間で進む分野となってお

り，これまでの成果が今後も発展を担保してく

れるものでない点には留意すべきだろう。

（５）‌�高所得段階に進む上で技術力をどこまで

高めるか

韓国は，先進国の技術を素早く自らの技術と

して取り込み，製品を製造・輸出するキャッチ

アップ型の開発で発展を遂げてきた。

一般に，技術を最初に開発する先行者は，試

行錯誤を繰り返し，多くの失敗に時間と資金を

費消する。他方，追随者は，新たに開発された

技術をより早く習得できるならば，試行錯誤が

省かれる分だけ効率的に，先駆者と同じ土俵で

競争できる。特に，デジタル時代となり，高度

な技術を要する部品等がモジュールの形で購入

が可能になると，それを活用してキャッチアッ

プが行いやすい。この場合，資本力が威力を発

揮するが，この点で大手財閥企業を有する韓国

は非常に有利であった。こうして，韓国は技術

的なキャッチアップを成し遂げ，世界的に競争

力を有する製品群を持つに至った。

もっとも，ここで留意すべきは，前述図６で

確認できるように韓国の技術貿易収支は改善傾

向にあるものの，いまだ収支が赤字だというこ

とである。また，韓国自身が評価するように，

世界的に最高水準の技術レベルを保有できる段
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図９　R&D支出（部門別割合）

（資料）OECD［2015］により作成
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階まで至っていない（8）。技術貿易収支の赤字が

示すように，韓国は高所得国になっても海外か

らの技術を活用しながら開発を行っている。ま

た，日本も技術貿易収支が黒字に転換したの

は，高所得国となって10年以上が経過した1992

年である。

これらのことは，必ずしも世界最先端の技術

を自前で創出できなくても，キャッチアップ型

の開発によって，中所得から高所得段階にス

テップアップが可能なことを示唆する。たしか

に，独創的で革新的な技術を自国で開発できれ

ば競争力の観点から非常に有利だが，韓国企業

のように海外の先端技術を活用しながら，市場

ニーズに合致した製品を開発することで，十分

に競争力を発揮できる。韓国企業がファスト

フォロワー（Fast Follower）と呼ばれる所以で

ある。

また，韓国の場合，研究開発による技術力の

強化に加え，財閥企業を中心にマーケティング

に積極的に資金を投入している。海外進出先の

地域事情に合わせた商品開発を可能にする市場

調査やそのための人材育成等，いわゆるソフト

面からの競争力強化である。また，企業ブラン

ドの認知とイメージ向上のために，国際的なス

ポーツイベントなどへの協賛等を積極的に行っ

ている。実際，その成果はグローバル・ブラン

ド・ランキングに表れている。

科学技術力は一足飛びに高められるものでは

ない。中所得国の中には，最先端技術を有する

企業を誘致すべく，人的資本などの基盤が整わ

ないままハイテク・サイエンスパークの建設等

を進めて世界最先端の技術立国化を目指す動き

がみられる。しかし，ギルとカラスが指摘する

ように，こうした誤った政策が発展を遅滞させ

「中所得国の罠」に陥る可能性を高めるものと

なろう（Gill and Kharas［2015］pp.2-3）。中所

得段階では，最先端の技術を保有できるかが重

要なのではなく，自国の発展段階に見合った技

術を海外から導入，それに基づく技術力強化，

あるいは生産性向上に資する取り組みを通じて

競争力を高めていく必要があろう。

５．終わりに

中所得国が持続的発展を遂げていく上でイノ

ベーション力を向上させる必要があるが，本稿

は，そのために何が必要なのかを，韓国の科学

技術力強化過程をサーベイすることで，示唆を

得ようとしたものである。

それら考察から，中所得国が採るべき政策的

含意は以下の通りである。

第１に，イノベーションの創出には，研究開

発を中心とする資源動員，すなわちインプッ

ト活動がまずもって重要となる。韓国の場合，

R&D投資を着実に拡大させて，高位中所得段

階で既に主要先進国とほぼ同程度のR&D活動

を行っていた。そして，その成果である論文数

や特許件数は世界におけるシェアを着実に高め

ており，技術力強化に基づく国際競争力の向上

は高所得段階へのステップアップの原動力と

なった。中所得国は，競争力の向上を図る上

で，その源泉たる技術力強化のために重要な

R&D投資を所得対比，相応の規模に高めてい

く政策を実行する必要がある。

もっとも，韓国において積極的なR&D投資

を可能としたのは，研究開発を担える研究者や

技術者が十分に存在したからである。こうした

意味で，高等レベルの教育強化を通じて人的資
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本が一定程度，蓄積されていることがR&D活

動に注力できる前提となろう。また，インプッ

ト活動の成果を効率的に引き出す環境，すなわ

ち法や制度，ICTなどのインフラ整備も併せて

重要と考えられる。こうしてみるに，イノベー

ション力の強化を図るための基盤として，人的

資本の蓄積や制度・インフラ面の環境が一定程

度備わっていることが求められよう。

第２に，R&D活動は利用者や市場のニーズ

を汲み取りやすい民間部門が主たる担い手とな

り，政府は基本的にそれを支援する役割を果た

すべきだということである。

韓国は中所得段階に入った1980年代に，技術

力強化の担い手を民間部門に委ね，政府はそれ

を税制優遇，金融支援などの間接的関与に政策

転換した。こうして，1980年代後半以後，韓国

ではR&D投資が大幅に増加するが，その大半

は民間部門によるものであった。

政府の基本的スタンスとして，既に自律的な

成長が可能となっている分野については，規制

緩和等によって成長のための阻害要因を軽減す

ることが求められよう。

第３に，イノベーションは，科学技術にとど

まらず，プロセス，マーケティング，組織と

いった多様な要素を通じて実現される。こうし

た観点からは，中所得段階では必ずしも最先端

の技術を保有できるかが重要なのではなく，自

国の発展段階に見合った技術を海外から導入，

それに基づく技術力強化，あるいは生産性向上

に資する様々な取り組みを通じて競争力を高め

ていくことが求められる。

以上のような韓国の事例から得られる示唆を

より説得的なものとするためには，他の高所得

到達国についても妥当であることを示す必要が

ある。そのためには，研究開発に注力すべき時

期が高位レベルの中得国段階であること，研究

開発を通じたイノベーション力を発揮させる前

提として，労働力の質的向上や制度・インフラ

面を先行整備することの妥当性を計量的な手法

等によって検証することが次なる課題である。

〔投稿受理日2016.1.30／掲載決定日2017.1.19〕

注
（1）低開発国の発展経緯については大野［2013］を
参照。

（2）苅込［2014］は中所得国を高位と低位の２段階
で区別した。その基準は，低位中所得レベルが
2005年基準PPPドルで2,500ドル超8,250ドル以下，
高位中所得レベルが8,250ドル以上16,500ドル以下
である。この基準に基づくと，韓国は1987年に高
位中所得レベルに到達し，1995年に高所得国になっ
た。他方，アルジェリアは低位中所得段階に65年
以上，ベネズエラは高位中所得段階に47年間とど
まり続けている。詳細は苅込［2014］を参照。

（3）本節は，主としてOECD［2014］，Chung［2011］
などに基づいている。

（4）韓国の人口が約5000万人であることを考慮すれ
ば，韓国人留学生の割合は非常に高いと考えられ
る。なお，米国留学生における博士号取得者の分
野別内訳をみると工学が全体の４割を占める。

（5）パテントファミリー数は，２カ国以上に出願さ
れているものの合計となるため，１カ国のみの特
許出願（単国出願）はカウントされない。しかし，
本稿では２カ国以上に出願される特許は，単国出
願よりも価値が高い発明と考え，パテントファミ
リー数で比較を行った。

（6）特許権・商標等の工業所有権，鉱業権，著作権
等に関する権利の使用料及びライセンス契約に基
づくフィルム等の原本等の使用料。

（7）日本の産業発展と技術開発過程については，中
村［1993］，経済企画庁［1990］，小宮，奥野，鈴
村［1991］，経済産業省［2010］を参照のこと。

（8）韓国科学技術企画評価院（KISTEP）が，2008年
以後，分野別科学技術の国際比較調査を行ってい
る。この調査は，重点科学技術の細分化された項
目について，韓国の研究者による世界主要国・地
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